
第１回広島県在籍出向等支援協議会

令和３年６月24日
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在籍型出向とは
○在籍型出向とは、出向元企業と出向先企業との間の出向契約によって、
労働者が出向元企業と出向先企業の双方から雇用され、一定期間継続して
勤務することをいいます。

在籍型出向

出向元 出向先

労働者

雇用関係 雇用関係
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※「在籍型出向」”基本がわかる”ハンドブック https://www.mhlw.go.jp/content/000739527.pdf
※「在籍型出向」に係る動画 https://www.youtube.com/watch?v=lJ77IHkzBYY



○在籍型出向を対象とする新たな助成制度（産業雇用安定助成金）(※)を創設する
とともに、産業雇用安定センターによるマッチング体制を強化するなど、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により一時的に雇用過剰となった企業が従業員の雇用
を守るため、人手不足が生じている企業との間で在籍型出向により雇用を維持す
る取組みを支援する。※産業雇用安定助成金解説編 https://www.youtube.com/watch?v=8QPdgRHwLaU

＜対策のポイント＞

１．全国及び都道府県協議会の設置・運営等
による在籍型出向の情報連携や理解促進

２．自治体等が運営するマッチングサイトや労使
団体・業界団体等が保有する出向に関する情
報と産業雇用安定センターが連携したマッチン
グ支援体制の強化

３．在籍型出向を支援するため、出向元・出向
先双方に対する助成金の創設による企業への
インセンティブの付与

在籍型出向の活用による雇用維持への支援

経済団体

労働組合

地銀・信金等

都道府県
都道府県労働局

＜増員により体制強化＞

経済産業局等

送出企業 受入企業

産業雇用安定センター
（マッチング支援）

＜増員により体制強化＞

地域で連携して
出向マッチングを支援

労使団体や業界団体を通じた仕組みの周知や、
特に「受入企業」情報の収集・開拓が必要

協議会設置
・出向情報やノウハウ共有
・送出企業や受入企業開拓

産業雇用安定助成金
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＜地域＞

２．全国在籍型出向等支援協議会
（１）構成員（案）

日本経済団体連合会
日本商工会議所
全国中小企業団体中央会
日本労働組合総連合会
全国銀行協会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、
全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会
公益財団法人産業雇用安定センター
経済産業省、国土交通省、農林水産省、
内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局、
金融庁、中企庁

１．目的
新型コロナウィルス感染症に伴う経済上の理由により、一時的に雇用過剰となった企業と人手不足が生じている企業

との間で出向により雇用を維持するために、出向の情報やノウハウ・好事例の共有、送出企業や受入企業開拓等を推進
することを目的として、全国及び各都道府県で「在籍型出向等支援協議会」を設置・開催する。

全国及び地域における在籍型出向等支援協議会の開催について

経済団体労働組合

労働局

送出企業 受入企業
地域の関係機関が連携して

出向を支援

3．地域在籍型出向等支援協議会
全国での議論を踏まえ、各都道府県でも地域協議会を

開催し、地域レベルで出向を具体的に支援。
各都道府県では、以下の事項について協議。

• 各地域の雇用情勢に関すること
• 出向の送出企業や受入企業の情報・開拓に関すること
• 各地域における関係機関の連携に関すること
• 出向支援のノウハウ・好事例の共有に関すること
• 各種出向支援策に関すること

産業雇用
安定センター

（２）全国協議会開催日程
令和3年2月17日（水）11時～12時(オンライン開催）

出向

都道府県

関係
省庁

（３）協議事項
• 雇用過剰、人材不足等現下の雇用情勢に関すること。
• 出向の送出企業や受入企業の開拓や関係機関間の
連携に関すること。

• 好事例の共有や各種支援策など出向の効果的な実
施の推進に関すること。

地銀・
信金
等

全国

地域
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○コロナが同業種の企業の景況に影響を与えていることから、異業種の企業へ
出向している事例が見られます。

○また、大企業だけでなく、規模の小さな企業であっても出向に取り組んでい
る事例があります。

コロナ禍で在籍型出向している企業の
具体的な事例が知りたい。

<在籍出向 “基本がわかる”ハンドブック抜粋>

出向期間５か月
出向労働者２名

精密部品運送会社（受入企業）

精密部品を専門として輸送しているが、運
転手が慢性的に不足しており充足できてい
ない。観光バスの運転手であれば、精密部
品輸送に求められる丁寧かつ繊細な運転が
期待できるので出向として受け入れたい。

■事例１：旅客自動車運送業 → 貨物自動車運送業

観光バス会社（送出企業）

訪日外国人旅行客を専門としているが、観
光バスが運行できない状況。バス運転手を
解雇してしまうとコロナ後に新たに確保し
ようとしても難しいことは明らかなので、
出向を活用して雇用維持を図りたい。

＜企業規模：29人以下＞＜企業規模：29人以下＞
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■事例3：金属材料製造業 → 製麺業

出向期間２か月
出向労働者13名

金属材料製造業（送出企業）

コロナの影響により需要が落ち込んでいる。熟
練工の雇用維持を図りたい。

製麺業（受入企業）

これまで人手不足が続いており苦慮してきた。
特に冬場の人員確保は深刻な問題。一時的な
出向でもよいので、製麺作業員として受入れ
たい。

＜企業規模：50人～99人＞ ＜企業規模：50人～99人＞

■事例４：空港関連サービス業 → 自動車・同付属品製造業

グランドハンドリング業（送出企業）

空港での各種の地上支援業務を行っているが、
国際線旅客取扱量が大きく減少していることか
ら、雇用過剰となっている。旅客需要が回復す
るまで社員の雇用維持を図りたい。

自動車・同付属品製造業（受入企業）

特定の車種で需要が堅調であることに加え、
一部の海外需要が期待できることから、製造
ラインの作業員の確保が喫緊の課題であった
が、これまで全く想定していなかった業種か
らの出向受入となった。

＜企業規模：300人～499人＞
＜企業規模：１万人以上＞

出向期間12か月
出向労働者76名

■事例２：旅館・ホテル業 → 食肉加工・販売・飲食業

出向期間６か月
出向労働者２名

リゾートホテル（送出企業）

インバウンドの減少により宿泊客が大きく
減少しており雇用過剰の状況。これを機に
レストラン部門の調理人を新たな分野での
技術習得など人材育成ができるような形で
出向させたい。

レストラン（受入企業）

食肉加工の直営レストランを経営している。
調理人を正社員として採用したいと考えて
いたが、産業雇用安定センターの勧めもあ
り、同じ地域の企業のお役に立つことを意
図して出向受入に切り替えることとした。

＜企業規模：30人～49人＞
＜企業規模：100人～299人＞
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■事例６：航空運送業 → 卸・小売業

航空運送業（送出企業）

コロナの影響で航空旅客取扱量が大きく減少して
おり、雇用過剰となっている。社員の丁寧な接客
姿勢が活かせるような出向先を確保して雇用を維
持したい。

卸・小売業（受入企業）

新規出店を計画しているものの、新規採用
による人員確保ができていない。社会貢献
の意図も含めて、店舗での販売員として出
向で受け入れたい。当社の社員にも良い影
響が生じることを期待している。

＜企業規模：１万人以上＞ ＜企業規模：5000～9999人＞

出向期間６か月
出向労働者14名

■事例７：製鋼・製鋼圧延業 → 有機化学工業製品製造業

製鋼・製鋼圧延業（送出企業）

コロナの影響により事業再編を余儀なくされてお
り、生産技術要員の配置転換が必要となった。グ
ループ企業外への出向を活用して雇用を維持した
い。

有機化学工業製品製造業（受入企業）

スタートアップ企業であるが、来春稼働予
定の新素材のパイロットプラント建設に当
たり、機械設計者を確保する必要がある。

＜企業規模：5,000～9,999人＞ ＜企業規模：29人以下＞

出向期間12か月
出向労働者１名

■事例５：食料品小売業 → 障害者福祉施設

食料品小売業（送出企業）

農産品やハムなどの肉加工食品を地域の特産品と
して取り扱っている。コロナの影響で売り上げが
大きく減少しており、社員の雇用維持に苦慮して
いる。

知的障害児入所施設（受入企業）

慢性的な人手不足のため担当社労士に相談し
たところ、在籍型出向による受入れを提案さ
れ、産業雇用安定センターに相談するよう勧
められた。

＜企業規模：29人以下＞ ＜企業規模：50～99人＞

出向期間８か月
出向労働者１名


